
　 　 　 　

　

　

平成１８年３月期　個別財務諸表の概要 　 　

平成18年5月15日

上場会社名 綜研化学株式会社 上場取引所 JASDAQ

コード番号 ４９７２ 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.soken-ce.co.jp)
　
代　　表　　者 役職名 代表取締役社長　 氏名　中島　幹　

問合せ先責任者 役職名 経営管理部経理担当部長 氏名　野田　和幸

　 　 TEL　(03) 3983－3171　　

決算取締役会開催日 平成18年 5月 15日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年 6月 27日 定時株主総会開催日 平成18年 6月 27日

単元株制度採用の有無 有(１単元　100株) 　 　
　

1.　平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年3月期 15,983 (25.3) 1,781 (75.6) 1,940 (67.9)

平成17年3月期 12,756 (11.4) 1,014 (21.3) 1,156 (27.5)
　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

平成18年3月期 1,143 (62.7) 152 00 - - 13.8 12.2 12.1

平成17年3月期 702 (18.6) 93 59 - - 12.9 9.1 9.1

(注) ① 期中平均株式数 平成18年3月期 7,228,695株 平成17年3月期 7,136,842株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率
　

(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

平成18年3月期 25 00 - - 25 00 207 16.4 1.9

平成17年3月期 18 00 - - 18 00 128 19.2 2.2

(注) 　平成18年3月期期末配当金の内訳  普通配当　25円
　

(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年3月期 19,268 10,808 56.1 1,298 93

平成17年3月期 12,472 5,744 46.1 800 04

(注) ① 期末発行済株式数 平成18年3月期 8,286,686株 平成17年3月期 7,136,866株

　 ② 期末自己株式数 平成18年3月期 13,314株 平成17年3月期 13,134株
　

2.　平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 9,200 900 550 0 00 ― ― ― ―

通期 19,500 2,350 1,400 ― ― 25 00 25 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　168円94銭
　　※ 業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき当社が合理的と判断したものです。実際の業績は様々

な要因の変化により、予想とは異なることがあります。
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

（資産の部） 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 843,221 　 　 1,508,000 　 　

　２　受取手形 ※4 　 1,310,234 　 　 1,583,176 　 　

　３　売掛金 　 　 2,477,457 　 　 3,040,328 　 　

　３　有価証券 　 　 - 　 　 2,999,117 　 　

　４　製品 　 　 884,072 　 　 1,096,492 　 　

　５　原材料 　 　 13,151 　 　 9,468 　 　

　６　貯蔵品 　 　 23,124 　 　 22,231 　 　

　７　前払費用 　 　 44,149 　 　 24,940 　 　

　８　繰延税金資産 　 　 149,885 　 　 190,619 　 　

　９　未収入金 ※5 　 329,911 　 　 355,928 　 　

　10　その他 　 　 31,692 　 　 35,980 　 　

　　　貸倒引当金 　 　 △1,250 　 　 △1,523 　 　

　　　流動資産合計 　 　 6,105,650 49.0 　 10,864,761 56.4 4,759,111

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※1 3,886,590 　 　 3,832,187 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △1,965,184 1,921,405 　 △1,969,284 1,862,902 　 　

　　(2) 構築物 ※1 965,738 　 　 1,153,528 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △628,752 336,985 　 △681,726 471,802 　 　

　　(3) 機械及び装置 ※1,9 4,127,550 　 　 5,078,732 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △3,125,778 1,001,771 　 △3,400,814 1,677,918 　 　

　　(4) 車両運搬具 　 14,216 　 　 13,341 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △13,003 1,212 　 △12,129 1,211 　 　

　　(5) 工具・器具及び備品 　 433,948 　 　 457,356 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △319,528 114,419 　 △344,663 112,692 　 　

　　(6) 土地 ※1 　 748,470 　 　 748,470 　 　

　　(7) 建設仮勘定 　 　 10,500 　 　 561,556 　 　

　　　　有形固定資産合計 　 　 4,134,766 33.1 　 5,436,555 28.2 1,301,788

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 66,663 　 　 56,797 　 　

　　(2) その他 　 　 2,024 　 　 58,874 　 　

　　　　無形固定資産合計 　 　 68,688 0.6 　 115,671 0.6 46,983
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 494,135 　 　 647,916 　 　

　　(2) 関係会社株式 　 　 243,511 　 　 243,511 　 　

　　(3) 出資金 　 　 238 　 　 238 　 　

　　(4) 関係会社出資金 　 　 1,040,428 　 　 1,573,168 　 　

　　(5) 長期前払費用 　 　 2,104 　 　 950 　 　

　　(6) 保険積立金 　 　 131,303 　 　 134,427 　 　

　　(7) 差入保証金 　 　 21,113 　 　 21,353 　 　

　　(8) 繰延税金資産 　 　 189,923 　 　 205,486 　 　

　　(9) その他 　 　 41,240 　 　 25,600 　 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △1,020 　 　 △1,140 　 　

　　　　投資その他の資産合計 　 　 2,162,979 17.3 　 2,851,512 14.8 688,533

　　　　　固定資産合計 　 　 6,366,433 51.0 　 8,403,739 43.6 2,037,306

　　　　　資産合計 　 　 12,472,083 100.0 　 19,268,501 100.0 6,796,417
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

（負債の部） 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 250,354 　 　 251,765 　 　

　２　買掛金 ※6 　 2,918,951 　 　 3,971,013 　 　

　３　短期借入金 ※8 　 300,000 　 　 300,000 　 　

　４　１年内返済予定

　　　長期借入金
※1 　 454,700 　

　
830,000 　 　

　５　未払金 ※7 　 72,979 　 　 734,537 　 　

　６　未払費用 　 　 287,313 　 　 313,806 　 　

　７　未払法人税等 　 　 218,470 　 　 463,000 　 　

　８　未払消費税等 　 　 - 　 　 41,222 　 　

　９　預り金 　 　 16,202 　 　 6,989 　 　

　10　賞与引当金 　 　 286,403 　 　 318,600 　 　

　11　その他 　 　 8,162 　 　 3,784 　 　

　　　　流動負債合計 　 　 4,813,537 38.6 　 7,234,721 37.5 2,421,184

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※1 　 1,245,500 　 　 415,500 　 　

　２　退職給付引当金 　 　 579,378 　 　 671,458 　 　

　３　役員退職慰労引当金 　 　 88,870 　 　 99,010 　 　

　４　その他 　 　 - 　 　 39,000 　 　

　　　　固定負債合計 　 　 1,913,748 15.3 　 1,224,968 6.4 △688,780

　　　　　負債合計 　 　 6,727,285 53.9 　 8,459,689 43.9 1,732,403

　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※2 　 1,359,413 10.9 　 3,361,563 17.4 2,002,150

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 1,401,073 　 　 3,402,809 　 　

　２　その他資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 自己株式処分差益 　 3 3 　 3 3 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 1,401,077 11.2 　 3,402,813 17.7 2,001,736

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 82,000 　 　 82,000 　 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 研究開発積立金 　 500,000 　 　 500,000 　 　 　

　　(2) 別途積立金 　 1,475,000 1,975,000 　 1,975,000 2,475,000 　 　

　３　当期未処分利益 　 　 849,658 　 　 1,329,920 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 2,906,658 23.3 　 3,886,920 20.2 980,262

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※10 　 86,931 0.7 　 167,380 0.9 80,449

Ⅴ　自己株式 ※2 　 △9,281 △0.0 　 △9,866 △0.1 △584

　　　　資本合計 　 　 5,744,798 46.1 　 10,808,812 56.1 5,064,013

　　　　負債資本合計 　 　 12,472,083 100.0 　 19,268,501 100.0 6,796,417
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 12,756,857 100.0 　 15,983,127 100.0 3,226,269

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首製品たな卸高 　 685,066 　 　 884,072 　 　 　

　２　当期製品製造原価 　 756,164 　 　 816,191 　 　 　

　３　製品仕入高 ※3 7,703,602 　 　 9,737,227 　 　 　

　　　　合計 　 9,144,834 　 　 11,437,491 　 　 　

　４　他勘定振替高 ※1 △174,297 　 　 △184,618 　 　 　

　５　期末製品たな卸高 　 884,072 8,086,463 63.4 1,096,492 10,156,379 63.5 2,069,916

　　　　売上総利益 　 　 4,670,394 36.6 　 5,826,747 36.5 1,156,353

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　役員報酬 　 116,335 　 　 152,260 　 　 　

　２　給料手当 　 728,872 　 　 762,406 　 　 　

　３　賞与引当金繰入額 　 201,174 　 　 231,605 　 　 　

　４　法定福利費 　 - 　 　 159,647 　 　 　

　５　退職給付費用 　 83,586 　 　 121,407 　 　 　

　６　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 15,515 　 　 22,680 　 　 　

　７　福利厚生費 　 9,704 　 　 7,173 　 　 　

　８　減価償却費 　 78,413 　 　 137,397 　 　 　

　９　梱包輸送費 　 364,433 　 　 406,594 　 　 　

　10　業務委託費 　 - 　 　 336,547 　 　 　

　11　研究開発費 ※2 978,027 　 　 1,001,607 　 　 　

　12　雑費 　 1,080,049 3,656,112 28.6 706,047 4,045,374 25.4 389,262

　　　営業利益 　 　 1,014,282 8.0 　 1,781,372 11.1 767,090

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息配当金 ※4 74,138 　 　 107,105 　 　 　

　２　業務受託収入 ※5 103,648 　 　 93,363 　 　 　

　３　為替差益 　 8,807 　 　 5,272 　 　 　

　４  ロイヤリティ収入 ※6 30,091 　 　 59,398 　 　 　

　５　雑収入 　 19,628 236,314 1.8 23,929 289,068 1.8 52,754
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前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 43,417 　 　 30,597 　 　 　

　２　売上割引 　 14,760 　 　 15,293 　 　 　

　３　原料・製品除却損 　 4,211 　 　 18,928 　 　 　

　４　新株発行費償却 　 - 　 　 26,017 　 　 　

　５　支払手数料 　 29,812 　 　 24,179 　 　 　

　６　雑損失 　 2,386 94,589 0.7 14,516 129,532 0.8 34,942

　　　　経常利益 　 　 1,156,006 9.1 　 1,940,909 12.1 784,902

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　完成工事補償引当戻入益 　 5,200 　 　 - 　 　 　

　２　受取違約金 　 8,999 14,199 0.1 - - - △14,199

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※7 12,984 　 　 - 　 　 　

　２　固定資産除却損 ※8 20,235 　 　 71,817 　 　 　

　３　ゴルフ会員権評価損 　 16,700 　 　 6,140 　 　 　

　４　関係会社出資金評価損 　 - 　 　 124,549 　 　 　

　６　その他の特別損失 　 160 50,079 0.4 - 202,507 1.2 152,427

　　　税引前当期純利益 　 　 1,120,127 8.8 　 1,738,402 10.9 618,275

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 319,510 　 　 705,710 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 97,694 417,205 3.3 △111,034 594,676 3.7 177,471

　　　当期純利益 　 　 702,921 5.5 　 1,143,725 7.2 440,804

　　　前期繰越利益 　 　 146,736 　 　 186,194 　 39,458

　　　当期未処分利益 　 　 849,658 　 　 1,329,920 　 480,262
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③ 利益処分計算書（利益処分案）

　

株主総会承認年月日 　
前事業年度

平成17年６年24日

当事業年度

平成18年６月27日

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 849,658 　 1,329,920

Ⅱ　利益処分額 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 128,463 　 207,167 　

　２　取締役賞与金 　 35,000 　 45,000 　

　３　任意積立金 　 　 　 　 　

　　(1) 別途積立金 　 500,000 663,463 650,000 902,167

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 186,194 　 427,753
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1) その他有価証券

時価のあるもの　　　　

同　左

　

　

　

時価のないもの

　　　　同　左

　 (2) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) 子会社株式

　　　　同　左

　 (3)　──────────────

　

(3) 満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）

２　デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

債務）の評価基準

(1)　────────────── (1) 時価法

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

移動平均法による原価法

(1) 製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

同　左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

　　ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しておりま

す。

　　なお、主要な耐用年数は以下のと

おりであります。

　建物および構築物　　　６～50年

　機械装置および運搬具　４～20年

　　また、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産について

は、３年間で均等償却しておりま

す。

(1) 有形固定資産

　　　同　左

　 (2) 無形固定資産

定額法によっております。

　　ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

(2) 無形固定資産

　　　同　左

　 (3) 長期前払費用

均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

　　　同　左

５　繰延資産の処理方法 ――――――――――――──── (1) 新株発行費

　　支出時に全額費用として処理して

おります。

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、以下の方法により計上してお

ります。

　　a.　一般債権

貸倒実績率法によっております。

　　b.　貸倒懸念債権等

個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　　同　左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与に充てるため、期末

日後の支給見込額のうち当期負担分

を計上しております。

(2) 賞与引当金

　　　同　左

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。

　　なお、会計基準変更時差異

(291,178千円)については、10年に

よる按分額を費用処理しておりま

す。

　　数理計算上の差異は各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数(10年)による

定額法により、翌事業年度から費用

処理することとしております。

(3) 退職給付引当金

　　　同　左

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金に充てるため、

内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　　同　左

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　　ただし、金利スワップの特例処理

の要件を充たしているものについて

は、特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　　同　左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　同　左

　 (3) ヘッジ方針

　　金利リスクの低減並びに金融収支

改善のため、対象債務の範囲内でヘ

ッジを行なっております。

(3) ヘッジ方針

　　　同　左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ対象のキャッシュフローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュフローの変動の累計とを比率分析

する方法によっております。なお、

金利スワップの特例処理の要件を充

たしているものについては、有効性

の判定を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同　左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

８　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　　同　左

９　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　　同　左

　

会計処理の変更

　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当社は平成16年４月１日をもって狭山事業所の製造・

物流部門を分社化し、生産管理機能を当社に集約したこ

とを契機として、従来、製造費用として処理しておりま

した生産活動の管理部門費につき、製造活動と密接に関

連したものから戦略的な経営管理業務へと移行している

ことを踏まえ、当期より販売費及び一般管理費に変更し、

より実態を反映した期間損益計算を行うこととしました。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、売上原価

は187,365千円、販売費及び一般管理費は198,790千円増

加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益は、

それぞれ11,425千円減少しております。

───────────────────────

　

　

　

　

　

　

　

─────────────────────── 　固定資産の減損に係る会計基準

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
  至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日

　 至　平成18年３月31日）

─────────────────────── (損益計算書）

　前事業年度まで販売費及び一般管理費の「雑費」に含

めて表示しておりました「法定福利費」「業務委託費」

は重要性が増したため当事業年度より区分掲記すること

といたしました。

　なお、前事業年度における「法定福利費」「業務委託

費」はそれぞれ145,788千円、287,518千円であります。

　

　

追加情報

　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に伴い法人事業税の付加価値割合

および資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。

この結果、販売費及び一般管理費が17,365千円増加し、

営業利益、経常利益および税引前当期純利益が同額減少

しております。

───────────────────────
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

※１　担保に供されている資産及びこれに対応する債務
　(1) 財団抵当
　　①　担保に供されている資産

建物 1,621,727千円

構築物 333,780千円

機械及び装置 1,001,771千円

土地 743,695千円

　計 3,700,975千円
　　②　上記に対応する債務

長期借入金 1,149,909千円

１年内返済予定長期借入金 419,802千円

※１　担保に供されている資産及びこれに対応する債務
　(1) 財団抵当
　　①　担保に供されている資産

建物 1,603,930千円

構築物 456,989千円

機械及び装置 1,649,444千円

土地 743,695千円

　計 4,454,060千円
　　②　上記に対応する債務

長期借入金 392,719千円

１年内返済予定長期借入金 784,493千円
　(2) その他
　　①　担保に供されている資産

建物 299,678千円

構築物 3,205千円

土地 4,774千円

　計 307,658千円
　　②　上記に対応する債務

長期借入金 95,590千円

１年内返済予定長期借入金 34,897千円

　(2) その他
　　①　担保に供されている資産

建物 251,248千円

構築物 2,347千円

土地 4,774千円

　計 258,370千円
　　②　上記に対応する債務

長期借入金 22,780千円

１年内返済予定長期借入金 45,506千円

※２　授権株式数24,000千株、発行済株式総数は7,150千
株（普通株式）であります。

　　　(自己株式の保有数)
　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　13,134株

※２　授権株式数24,000千株、発行済株式総数は8,300千
株（普通株式）であります。

　　　(自己株式の保有数)
　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　13,314株

　３　債務保証
　　　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。
綜研化学シンガポール株式会社 65,080千円

　 (SGD1,000千)

綜研化学(蘇州)有限公司 375,620千円

　 (USD3,500千)

盤錦遼河綜研化学有限公司 26,830千円

　 (USD　250千)

　　　計 467,530千円

　３　債務保証
　　　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。
綜研化学シンガポール株式会社 72,540千円

　 (SGD1,000千)

綜研化学(蘇州)有限公司 481,668千円

　 (USD4,100千)

盤錦遼河綜研化学有限公司 29,370千円

　 (USD　250千)

　　　計 583,578千円
 ※４  ────────────────────  ※４　債権流動化による遡及義務

　　　　 手形譲渡高　　　　　　　　　　28,897千円

※５　関係会社に対する未収入金274,677千円が含まれて
おります。

※５　関係会社に対する未収入金350,192千円が含まれて
おります。

※６　関係会社に対する買掛金2,507,286千円が含まれて
おります。

※６　関係会社に対する買掛金3,524,543千円が含まれて
おります。

※７　───────────────────── ※７　関係会社に対する未払金440,682千円が含まれてお
ります。

※８　当座貸越契約及び貸出コミットメントについて
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契
約を締結しております。これら契約に基づく当期末
の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

2,300,000千円

借入実行残高 300,000千円

　差引 2,000,000千円

※８　当座貸越契約及び貸出コミットメントについて
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契
約を締結しております。これら契約に基づく当期末
の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

2,300,000千円

借入実行残高 300,000千円

　差引 2,000,000千円
※９　国庫補助金等受入により取得価額から直接減額し

た価額の内訳
　　　　　機械装置　　　　　　　　　　8,160千円

※９　国庫補助金等受入により取得価額から直接減額し
た価額の内訳

　　　　　機械装置　　　　　　　　　　8,160千円
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前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※10　配当制限
なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規定

により、配当に充当することが制限されております。
有価証券の時価評価により、純資産額が86,931千円

増加しております。

※10　配当制限
有価証券の時価評価により、純資産額が167,380千

円増加しております。
なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規定

により、配当に充当することが制限されております。

　　　　　　　　　　　　　　
　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

原材料 120,809千円

その他 53,488千円

　計 174,297千円

※１　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

原材料 133,771千円

その他 50,847千円

　計 184,618千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は978,027千円で

あります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は1,001,607千円

であります。

※３　製品仕入高には、関係会社との取引によるものが

7,051,453千円含まれております。

※３　製品仕入高には、関係会社との取引によるものが

8,976,200千円含まれております。

※４　───────────────────── ※４　関係会社からの受取配当金93,682千円が含まれて

おります。

※５　営業外収益に計上されている業務受託収入(103,648

千円)は、関係会社に対するものであります。

※５　営業外収益に計上されている業務受託収入(93,363

千円)は、関係会社に対するものであります。

※６　営業外収益に計上されているロイヤリティ収入

(30,091千円)は、関係会社に対するものでありま

す。

※６　営業外収益に計上されているロイヤリティ収入

(59,398千円)は、関係会社に対するものでありま

す。

※７　固定資産売却損の内容は、EPA製造設備（機械装置

及び工具器具備品）の売却によるものであります。

※７　――――――――――――――――――――

※８　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 10,202千円

機械及び装置 7,918千円

工具・器具及び備品 2,114千円

　計 20,235千円

※８　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 66,965千円

機械及び装置 3,229千円

工具・器具及び備品 1,623千円

　計 71,817千円

　 　

　 　

　

リース取引関係

　　  有価証券報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。
　

　

有価証券関係

前事業年度（平成17年３月31日）および当事業年度（平成18年３月31日）における子会社株式で時価の

あるものはありません。
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税効果会計関係

　　　　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産(流動) 　 　

賞与引当金 128,439 千円

未払事業税否認額 20,912 　

その他 532 　

繰延税金資産(流動)合計 149,885 　

　 　 　

繰延税金資産(固定) 　 　

退職給付引当金 208,000 　

役員退職慰労引当金 35,983 　

投資有価証券評価損否認 427 　

出資金評価損否認 4,659 　

繰延税金資産(固定)合計 249,070 　

　 　 　

繰延税金負債(固定) 　 　

その他有価証券評価差額金 △59,147 　

繰延税金負債(固定)合計 △59,147 　

繰延税金資産の純額 339,808 　

　 　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産(流動) 　 　

賞与引当金 142,624 千円

未払事業税否認額 46,955 　

その他 1,039 　

繰延税金資産(流動)合計 190,619 　

　 　 　

繰延税金資産(固定) 　 　

退職給付引当金 271,873 　

役員退職慰労引当金 40,089 　

投資有価証券評価損否認 427 　

出資金評価損否認 6,980 　

繰延税金資産(固定)合計 319,370 　

　 　 　

繰延税金負債(固定) 　 　

その他有価証券評価差額金 △113,884 　

繰延税金負債(固定)合計 △113,884 　

繰延税金資産の純額 396,105 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率　　　　　　　　　　　　 　　 40.49%

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目　　　1.02〃

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目△1.38〃

　住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　0.63〃

　外国税額控除　　　　　　　　　　　　　　△2.18〃

　研究開発減税　　　　　　　　　　　　　　△4.78〃

　設備投資減税　　　　　　　　　　　　　　△0.34〃

　ゴルフ会員権評価損　　　　　　　　　　　　2.78〃

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.01〃

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　37.25%

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率　　　　　　　　　 　　　 　 40.49%

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目　　  0.29〃

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目△0.39〃

　住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　  0.62〃

　外国税額控除　　　　　　　　　　　　　  △2.00〃

　研究開発減税　　　　　　　　　　　　 　 △6.91〃

　設備投資減税　　　　　　　　　　　　    △0.14〃

　関係会社出資金評価損　　　　　　　　 　　 2.90〃

　その他　　　　　　　　　　　　　　　 　 △0.65〃

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　   　34.21% 
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発行済株式数の増加内訳

　　　　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　─────────────────────── 平成18年３月１日付公募による新株式の発行

(1)発行株式数 1,000,000 株

(2)発行価格　　　　１株につき 3,695 円

(3)資本組入額　　　１株につき 1,741 円

(4)資本組入額の総額 1,741,000,000 円

　

　

平成18年３月15日付第三者割当による新株式の発行

(1)発行株式数 150,000 株

(2)発行価格　　　　１株につき 3,695 円

(3)資本組入額　　　１株につき 1,741 円

(4)資本組入額の総額 261,150,000 円

　
　　　　

　　　　　　

１株当たり情報

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 800円04銭 １株当たり純資産額 1,298円93銭

１株当たり当期純利益 93円59銭 １株当たり当期純利益 152円00銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎
　

項　目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 702,921 1,143,725

普通株主に帰属しない金額の主な内訳(千円)

　利益処分による役員賞与金

　 　

35,000 45,000

普通株主に帰属しない金額(千円) 35,000 45,000

普通株式に係る当期純利益(千円) 667,921 1,098,725

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,136 7,228
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重要な後発事象

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

寧波綜研化学有限公司の連結子会社化について

　当社は、平成17年6月21日開催の取締役会において、

持分法関連会社である寧波綜研化学有限公司に対する出

資持分を増加し子会社とすることを決議いたしました。

なお、当該会社は特定子会社に該当いたします。主な内

容は以下のとおりであります。

記

　１．出資持分増加の理由

　当社は、平成６年に最初の海外進出として中信大榭

開発公司と合弁で寧波綜研化学有限公司を設立して以

来、各地に合弁会社・子会社を設立し、グローバル化を

推進してまいりました。当社の連結中期経営計画（2005

年度～2009年度）では、グローバル化の更なる進展を目

指しており、特に加工製品事業では両面テープを主力製

品として中国・日本を含めたアジア市場で積極的に拡大

展開させることを目標としております。

　このような状況のもと、加工製品の幅広い分野への事

業拡大により寧波綜研化学有限公司をさらに大きく発展

させるために、中信大榭開発公司の出資持分を譲り受け

ることにより同社を子会社化することといたしました。

　これにより当社の重要技術の供与等当社主導の会社運

営が可能となり、中国における事業展開を強化するとと

もに、アジア展開の主要拠点としてまいります。

　

２．異動する子会社の概要

(1)商号

寧波市大榭開発区綜研化学有限公司

(2)代表者

　 董事長　宣　二牛

(3)所在地

　 中国浙江省寧波市大榭開発区

(4)設立年月日　 平成６年５月26日

(5)主な事業内容

　 加工製品及び粘着剤の製造販売

(6)決算期　　　 12月31日

(7)従業員数　　 180名

(8)資本の額　　 740万ＵＳドル

　

３．異動前後における所有割合の状況

　(1)異動前の所有割合　　50％

　(2)異動後の所有割合　　70％

　

４．日程

　(1)平成17年６月21日　取締役会決議

　(2)平成17年６月30日　取得額の支払日（予定）

　

────────────────────
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2. 役員の異動（平成18年6月27日付）

１、代表者の異動

　該当事項はありません。

　

２、役員の異動

　(1)新任取締役候補

　　取締役営業統括室長　　渋　谷　芳　雄　　　　（現　理事営業統括室長）

　　　取締役人事総務部長　　阿　部　英　紀　　　　（現　理事経営管理部人事総務担当部長）

　(2)退任予定取締役

　　　顧問　　　　　　　　　安　藤　隆　夫　　　　（現　常務取締役経営管理部長）

　(3)新任監査役候補

　　　監査役（非常勤）　　　臼　井　良　雄　　　　（現　(社)全国印刷工業組合連合会特別顧問)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　(4)退任予定監査役

　　　　　　　　　　　　　　我部山　恒　夫　　　　（現　非常勤監査役）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(注)新任監査役候補者　臼井　良雄氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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